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事業の概況  
  

活動に係る指標 
 

⾃伐型林業推進協会を⽀える仲間とネットワーク 

 会員数 正会員（個⼈）66 名  正会員（団体）3 団体 

     マンスリー寄付会員  43 名  サポーター会員数  2,218 名 

 ⾃治体とともに地元実践者を⽀援する「地域推進組織」 41 団体 

 ⾃伐型林業推進協会との連携企業 20 社 
  

担い⼿育成（⾃治体研修） 

 現在 全国  41 ⾃治体（県含む）⾃伐型林業を推進 

  このうち 18 市町村が当協会等へ委託事業化して展開 

  新たに  4 市町村が事業化の検討を開始 

 ⾃伐型林業研修への参加者 6,400 ⼈以上（過去 11 年） 

  このうち、⾃伐型林業に着⼿した⼈数 3,100 ⼈以上（同上） 

  

普及推進・政策提⾔ 

 フォーラム・勉強会参加者 約 51,000 ⼈（過去 11 年間） 

 書籍「⾃伐型林業─⼩さな林業の今とこれから」を発刊 

 ⽇本唯⼀の林業専⾨番組「ZIBATSU ニュース」登録者  約 8,800 ⼈ 

 SNS（フェイスブック・X）フォロワー  約 5,200 ⼈  
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事業毎の活動 
 

(1) 自伐型林業の担い手育成のための研修事業 
 
(自治体研修事業) 
 
全国で約 41 の自治体が新たな林業者の育成のために自伐型林業の展開を始めている。
そのうち当会は 18 自治体（新規 2 自治体）と連携し、自伐型林業の担い手育成や自伐
展開の可能性調査を実施した。 
研修事業については、契約自治体（以下、リスト参照）を中心に全国の 25地域で研修
を開催し、およそ約 421 人が参加した。体験研修は 133 日（昨年比＋15日（23年度
実績 118日））、昨年度から本格スタートした「施業研修」をほぼ全自治体で企画し計
215 日実施した（昨年比＋65日（23年度実績 150日））。 
自伐型林業を始めたいけど山がない、という事例が増えたことから、山林確保の事業を
重点化させ、特に新規自治体については自伐型林業の可能性を探る調査を実施し繰り返し
ている。 
 

《2024 年度の当会の契約⾃治体⼀覧》 ●＝24 年度実施 ○＝過去実施 △＝⼀部実

施 

 都道府県 市町村 契約団体 調査 
フォー

ラム 

体験 

研修 

施業 

研修 

山林 

集約 

1 岩手県 一関市 - ○ ○ ● ● ● 

2 岩手県 宮古市 - ● ○ ● ● ● 

3 茨城県 日立市 - ○ ○ ● ● ● 

4 群馬県 みどり市 - - ○ ● - - 

5 群馬県 みなかみ町 - ○ ○ ● △ △ 

6 埼玉県 秩父市他 
秩父地域森林林

業活性化協議会 
○ ○ ● ● - 

7 京都府 福知山市 - ○ ○ ● ● △ 

8 和歌山県 紀美野町 - ○ ○ ● ● ● 

9 和歌山県 ★橋本市 - ● - - - - 

10 兵庫県 朝来市 - ○ ○ ● ● - 

11 兵庫県 養父市 - ○ ○ ● ● △ 

12 兵庫県 ★豊岡市 - ● - - - - 

13 奈良県 奈良市 - ● ○ ● ● △ 

14 広島県 安芸太田町 - ○ ○ ● ● △ 

15 高知県 安芸市 - ● - ● ● △ 

16 熊本県 南小国町 - ● ○ ● 25 年〜 △ 

17 熊本県 美里町 - ○ ○ ● △ - 

18 熊本県 芦北町 ランドブレイン ● ● ● ● ● 

 

★＝新規自治体 
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(休眠預金活用事業) 
 
自治体の普及が進んでいない地域では、自伐型林業の展開は
後手に回ってしまう。そこで、新たな資金を獲得して地域組織
が担い手育成のための研修を開催できる仕組みを企画した。そ
れが休眠預金活用事業「地域山林の未来を担う林業者サポート
事業」である。 
休眠預金活用事業とは内閣府が管轄し、社会課題の解決のた
めの活動に資金を提供するもの。自伐型林業推進協会はNPO
法人地球と未来の環境基金とのコンソーシアムとして 2024
年度の通常枠に採択され、合計 5の地域団体に対し、事務的
な支援を含む事業の活動支援（伴走支援）を始めた。なお、休眠預金事業を活用した助成
金による支援は 2020年度通常枠・緊急枠、2022年度緊急枠に続く 4事業目となる。  
 
・「地域山林の未来を担う林業者サポート事業」 
 （事業総額 1.3 億円、内助成総額は 7,500 万円）  
 
 2024 年 11月下旬から約 1か月間の公募期間を設け、実行団体（支援団体）を募集
した結果、北海道から鹿児島まで 16 団体からの公募があった。審査委員 3名と共に、
書面審査を行い、半分の 8団体に対して現地ヒアリングを実施した後、二次審査として
審査員によるオンライン審査を行い、2025 年 3 月に 5 つの団体が採択される結果とな
った。本事業は、これまで実施してきた自伐型林業者を育成することを目的とした事業か
ら更に一歩先に歩みを進め、地域において自伐型林業者を支える中間支援組織の組成を
目指すものである。事業期間は 2028 年 2 月までの約 3 年間だが、各実行団体は事業終
了後も見据えた長期的な事業計画の練り直しから取り組み始めている。 
 
 
【採択団体（5団体）】 
  

団体名 活動地域 

北海道自伐型林業推進協議会 北海道全域 

（一社）ディバースライン 小諸市を中心とした長野県 

ヤマックル・アグロフォレストリー 紀美野町を中心とした和歌山県紀北エリア 

ふくちやま自伐型林業推進協会 福知山市を中心とした京都府 

たんば山守サポート 丹波篠山市を中心とした兵庫県丹波地域 
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(2) 自伐型林業推進のためのネットワーク創出事業 
 
(会員の拡大) 
  会員数（正会員・サポーター会員数） 
  正会員（個人）66 名、正会員（団体）3 団体。 
  マンスリー寄付会員 43 名（毎月 1000円寄付）。（昨年対比 ＋5人） 
  サポーター会員数は年間 126 人の純増で 2,218 名。 
 
(自治体ネットワーク構築) 
2025 年 1月 25日（土）に自伐型
林業に取り組む自治体と新規参入希望
者者を結ぶ「自伐型林業・移住マッチ
ングフォーラム 2025」を開催した。
これは 2023年度に引き続き 3回目
となる取組みで、地域おこし協力隊制
度を活用する自治体が出展し、各地域
の魅力や自伐型林業への取り組みを紹
介した。 
今回出展したのは、岩手県一関市、埼玉県秩父市、福井県、和歌山県紀美野町、島根県
津和野町、熊本県芦北町、熊本県天草市、熊本県南小国町の県市町 8自治体。 

 （左：自治体ブース会場、右：地域おこし協力隊とのトークセッション） 
  
(地域推進組織支援) 
自伐型林業の実践をするだけでなく、自伐型林業の普及活動や研修開催による林業の担
い手を育成を行う地域毎の団体を「地域推進組織」として位置づけている。自伐型林業推
進協会が事業委託を受ける自治体において地域推進組織にその役割を引き継げるように、
組織の人材育成等を行う。休眠預金事業「地域山林の未来を担う林業者サポート事業」は
この地域推進組織を本格的に育成する事業として活動している。 
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(3) 自伐型林業に関する自主調査研究および技術開発事業 
 
「地球環境基金」と「パタゴニア環境助成」の協力で環境プロジェクトを実施。 
国は林業者に対し皆伐による収益向上を勧めているが、皆伐は土砂災害を引き起こすだ
けでなく生物多様性保全といった環境面に対しても重大な悪影響を及ぼす。自伐型林業の
環境保全効果の検証と木を伐る以外の新たな林業収入の創出を目指し、以下の活動を行っ
た。 
 
(自伐型林業地の生物多様性調査及び自然共生サイト申請) 
 
昨年度に続き、奈良県宇陀市の自伐林家で
ある森田氏の森田山林について、ウェットラ
ンド研究所中村氏に調査を依頼（地球環境基
金事業による）。 
樹齢 200年以上、胸高直径平均 70～80cm
、樹高 30ｍを超えるスギが生育する樹林が
あり、樹林内では希少種も含め、48目 101
科 302種が確認された。このデータ等を取
りまとめ、令和 7年度の「自然共生サイト」
に申請中。 
 
  
(橋本山林をモデルケースとした伐採以外の林業収入の創出) 
 
2023 年度に実施した橋本山林でのフォーラ
ムをきっかけに山林の視察ツアーの企画が立
ち上がった。特にフォーラム登壇者の坂田昌
子氏と橋本忠久氏・延子氏による 2日間の生
物多様性をテーマにしたツアーは春・秋の２
回開催で 44名が参加。橋本山林の生物多様
性とそれを支えている森づくりの技術と思想
を、林業関係者だけでなく環境保全に関心の
ある一般層にレクチャーする場として定着す
るとともに、山の新しい収入源となりつつあ
る。今後はこのような山の活用を自伐型林業
に参入して数年の層も含めてさらに広めてい
きたい。 
 
(環境保全型住宅の建設) 
 
能登半島地震で自宅が半壊した事務局メンバー（荒井美穂子）が、家屋の再建にあたり
、自伐型林業で得た人とのつながりを活かした環境共生住宅づくりに取り組んだ。自伐協
としては環境プロジェクトの一環として位置づけて再建を後押しした。 
再建にあたり選んだ建築工法は、日本古来の板倉（いたくら）構法で、地元産のスギや
ヒノキ、能登アテ（※）などの地域材を中心に、建具や梁、瓦など被災家屋の部材も再利
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用した。特に大黒柱やテーブルには当会の講師
で自伐林家の山口佑助さん（兵庫県丹波篠山市
）のヒノキとスギを使用した。（写真右下） 
環境負荷の少ない地盤改良工法や天然乾燥、
薪ストーブの活用、再生素材の断熱材など、可
能な限り環境に配慮した方法を選択。大工や製
材所、大学研究者、地域の仲間たちが全国から
協力して取り組み、見学会も開催した。この取
り組みは、災害復興における地域材と循環型建
築の可能性を示し、次世代につなぐ家づくりの
モデルケースとなった。（写真左下・富山新聞
にて掲載） 
 
※ヒノキ科アスナロ属の常緑針葉樹、ヒ
ノキアスナロの能登地方における呼び名 
 
 ＜半壊住宅再建のポイント＞ 
  被災家屋の木材・建具・瓦再利用（
ごみの削減、焼却によるCO²排出削
減） 

  国産材・地域材の活用（輸送による
燃料消費やCO²排出削減） 

  板倉構法（通常の木造の２～３倍の木材使用。壁紙や合板
を使わない：化学物質不使用） 

  天然乾燥（燃料を使わない乾燥で燃料消費やCO²排出削減） 
  環境負荷の少ない地盤改良（コンクリート・鉄骨に比べC O²排出削減。木材に固定
されているCO²の地中保存） 

  間伐材利用 
  薪ストーブ設置（化石燃料消費削減） 
  断熱材はペットボトルの再利用素材（パーフェクトバリア） 
  塗料は漆、蜜蝋を使用予定（ワークショップ開催） 
※建物は 26㎥、地盤改良の杭が 2㎥、その他マツの梁が約 2㎥、合わせてCO²固定量
は約 17ｔ。 
 
(海外視察・調査) 
 
2024 年 9月、オーストリアとドイツを視察・調査した。両国では戦後から小規模な山
林所有者（自伐林家）への支援が行われ、それが生産量拡大と林業先進国化につながった
経緯がある。現在も非皆伐施業が主流とされる一方、視察中にはキクイムシや風倒木によ
る被害跡が各地で確認され、大規模な伐採地が広がっていた。背景には気候変動による乾
燥や強風の影響があり、補助金を活用した素材生産の集中処理が進められていた。一方で
、被害の少ない森林は未整備林や若齢林であり、林内の湿潤環境や風の遮断が保たれてい
た。過度な間伐や機械化の影響とともに、気候変動に強い森林管理のあり方が問われてい
る現状を確認する機会となった。 
視察は 2023年度に続き二度目で、この両年の報告は 24年 3月に発刊した「自伐型林
業─小さな林業の今とこれから」に収録した。  
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(4) 自伐型林業の普及啓発事業 
 
(自伐型林業フォーラム) 
自伐協受託の自治体事業や地域推進組織が主催事業などを通じ、全国で自伐型林業フォ
ーラムを企画し開催。合計 430 人以上が参加。 
2024 年：兵庫県丹波篠山市（約 100人）、熊本県芦北町（約 80人）、東京フォーラ
ム（約 150人）、その他・地球のしごと大學等（約 200人）。 

 
(YouTube・SNS 等による発信) 
広報活動の拡充のため開始したYouToube チャンネル 日本唯一の林業専門番組 
「ZIBATSUニュース」を放送継続。隔週ペースで配信し、フェイスブックとYoutube
の同時配信で継続して自伐型林業に関する情報を伝えた（Youtube 年間視聴回数：13万
2842回）。 
 Youtube チャンネルでは、研修の模様や山林ツアーといった長編映像を集めた「
2024アーカイブ」を新設し合計 30,303 回の視聴があった（1回あたり平均 1,200 回
視聴）。 
（視聴回数はすべて 2025年 6月現在） 
ZIBATSUチャンネルの登録者は 8,820 人（2025年 6月現在）で 880人増加した。 
Facebook フォロワー：4,117 人（昨対 118人増）、X（Twitter）〃：1,070 人（同
75人増） 
 
(メディア・出版物への掲載) 
林業雑誌や地方紙、大手メディアでの掲載のほか、24年度は経済誌「Forbes JAPAN
（フォーブス・ジャパン）」（出版：リンクタイズ）や他の業界誌「つり人」（出版：つ
り人社）など林業以外の視点からの取材が増え、自伐型林業の多様な視点の表現が広がっ
た。 

（Forbes JAPAN 2024 年 12月号）    （つり人 2025 年 4月号・5月号） 
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(5) 自伐型林業に関する政策提言事業 
 
昨年度結成した「政策提言チーム」（代表理事、事務局長およびジャーナリストら 4人
）が継続して活動した。 
 
（自伐型林業普及推進議員連盟） 
2024 年 9月 19日、「自伐型林業普及推進
議員連盟」（会長：中谷元衆議院議員）の総
会が国会議員会館で開催された。出席者は衆
参の国会議員のほか、林野庁、自伐型林業推
進協会の事務局など約 20名。当会より新た
な話題提供や、会員からの要望を踏まえた提
案を行い、現場での課題や制度運用上の問題
について意見交換が行われた。（写真上：中
谷元自伐議連会長（右）と田野瀬太道同議連
事務局長（左））、写真下：要望の背景を伝
える中嶋健造・自伐協代表理事） 
当会の政策提言を受け、議連からは以下の 3
点について要望決議がまとめられた。 
1. 小型重機（3t・3.5t クラス）の購入・
レンタル費への助成 

2. 幅員 2.5m以下の作業道に対する、個人
でも利用しやすい全国一律の補助制度の
整備 

3. 小規模林業の支援を目的とした林野庁内
の専用窓口の設置 

これらはいずれも、自伐型林業の担い手確
保、持続的な森林管理体制の構築、農家林家の参入促進に資する内容である。25年度は
、政府の基本方針である「経済財政運営と改革の基本方針」（通称、骨太の方針）にも組
み入れられるよう活動を続けていく方針だ。 
 
（普及のための制作物） 
政策提言チームのメンバーを中心に、書籍「自伐型林業─小さ
な林業の今とこれから」（出版：世界書院）を制作し、発表し
た。自伐型林業にまつわるこれまでの 10年を振り返るととも
に、自治体の展開事例、実践者のトーク、海外情報など自伐協
の軌跡をまとめた一冊が出来上がった。2月 5日に開催した 10
周年記念イベントのほか、各地で勉強会や書籍紹介の機会をつ
くり、自伐型林業に関する情報提供をつくり 25年度について
も普及活動のツールの一つとして活用する。 
 
◎販売サイト（自伐型林業普及推進HP） 
https://zibatsu.jp/info/news/zibatsu-book-2025 
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事務局運営に関する要点 
 
全事業に関わる事務局メンバーに加え、自治体事業や政策提言、広報事業には専門性の
ある外部スタッフ（業務委託）が常時関わるような昨年度構築した体制を維持した。各地
は「地域推進組織」の事務局と連携（営業・調整・運営）する形で展開した。また、事務
所のバックヤード機能は 2名体制で運営した。 
事業の進捗および管理は、事務局メンバー全員が常に確認しあえるように会議体を設置
。代表理事を含む「戦略会議」を毎月オフラインで開催し、自治体事業を担当するメンバ
ーによる「事業推進会議」は毎週オンラインで開いた。 
結果的に、自治体事業の体験研修を計 133日、施業研修を計 215日、その他、現地で
の山林調査などを講師や地域組織メンバー等と協力しながら開催することができた。 
 
主な体制 
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財務の概要 
 

2024 年度の経常収益の合計は 118,033 千円で、当初予算どおりの収益となった。昨
年度の規模（125,850 千円）より数字上は下回ったものの、自治体事業は昨年度を超え
るとともに、10周年記念事業のイベントや書籍制作、海外調査といった売上には出ない
自伐型林業の将来につながる事業への投資ができた。結果的には 8,841 千円の黒字決算
となった。 
 
自治体からの受託事業収益額は 102,091 千円で昨年より 1,059 千円の増加した（昨
対比 101％）。研修事業や支援制度の構築サポートのほか、今年度は自伐型林業の可能
性調査を試験的に進めるようなチャレンジができ、幅広い自治体支援事業が展開できるよ
うになった。 
 
一方で、受取民間助成金は 7,115 千円となり、助成金依存度は事業開始からもっとも
少ない割合となった。環境プロジェクト（地球環境基金・パタゴニア環境助成）に加え
て、地球環境基金の年度後半には休眠預金活用事業による仲介・中間支援事業の採択を受
けられ、新企画の仕込みの時期という位置づけの一年となった。 
 
寄付金は企業からの寄付が増えて前年度の約 4 倍にあたる 4,631 千円（23年度：
1,144 千円）となった。広報活動の充実と団体情報の公開性の高さが評価された結果と
なった。（企業寄付・特別会員：MS&ADインシュアランス グループ ホールディングス
株式会社、アサヒグループジャパン、ビームス、日本モーゲージサービス） 
 

 

活動計算書 
● 経常収益(A)  118,033,865 円 
● 経常費用(B)  109,120,228 円 
● 経常増減額(A-B)   8,913,637 円 
● 次期繰越額   36,334,129 円 

 
 
貸借対照表 
● 資産     88,585,646 円 
● 負債     52,251,517 円 
● 正味財産合計   36,334,129 円 

 
 
財産目録 
● 流動資産  86,369,038 円 （現金預金、3月末時点の自治体未収金等）
  
● 有形固定資産    491,025 円 （林内作業車等） 
● 短期借入金  20,000,000 円 （～2025年 5月｜西武信用金庫） 
● 長期借入金    16,955,000 円 （～2028年 6月｜日本政策金融公庫） 

  

















監査報告書 
 

2025 年 6 月 10 日 
 
特定非営利活動法人持続可能な環境共生林業を実現する自伐型林業推進協会 

代表理事 中嶋 健造 様 
監事  高月 渉  印 

 
 

私は、特定非営利活動促進法 18 条の規定に基づき、特定非営利活動法人持続可能な環境

共生林業を実現する自伐型林業推進協会の 2024 年度（2024 年 4 月 1 日から 2025 年 3 月

31 日まで）の事業報告書及び計算書類（活動計算書及び貸借対照表）及び財産目録につい

て監査を行った。 

私は、理事の業務執行の状況に関する監査に当たっては、理事会及びその他の重要な会

議に出席し必要と認められる場合には質問を行った。また、財産の状況に関する監査に当た

っては、帳簿や証拠書類の閲覧、照合、質問等の合理的な保証を得るための手続きを行った。 

 監査の結果、法人の業務は法令及び定款に基づき適正に執行され、会計処理は一般に公正

妥当と認められる会計原則に則って適正に処理されているものと認められた。 

よって、私は、上記の事業報告書、計算書類及び財産目録が、特定非営利活動法人持続

可能な環境共生林業を実現する自伐型林業推進協会の 2025 年 3 月 31 日をもって終了する

事業年度の業務執行の状況及び同日現在の財産の状況を適正に表示しているものと認める。 
 

以上 


